
NPOとの共生と対話による
効果的な企業価値向上のご提案をいたします

CSRを一歩先へ



1990年代
1990年 -①ミハイル・ゴルバチョフ（ソビエト連邦）日本大学名誉博士・明治大学名誉博士
1991年 -②アウンサンスーチー（ミャンマー）元、京都大学東南アジア研究センター客員研究員
1992年 -③リゴベルタ・メンチュウ（グアテマラ）
1993年 -④ネルソン・マンデラ名誉法学博士（早稲田大学）⑤フレデリック・デクラーク（南アフリカ）
1994年 -⑥ヤセル・アラファト（パレスチナ）⑦シモン・ペレス （イスラエル）⑧イツハク・ラビン（イスラエル）

1995年 -⑨ジョセフ・ロートブラット（イギリス）と、※パグウォッシュ会議
1996年 –⑩カルロス・ベロ⑪ジョゼ・ラモス＝ホルタ（東ティモール）
1997年 -⑫ジョディ・ウィリアムズ（アメリカ）と、※地雷禁止国際キャンペーン
1998年 -⑬ジョン・ヒューム、⑭デヴィッド・トリンブル（北アイルランド）

1999年 - ※国境なき医師団

現在では多くの日本人医師たちが活躍しているが、
日本で初めての国境なき医師団の登録医は
貫戸朋子（かんと ともこ、1955年 - ）東京女子医科大学医学部卒業 元京大付属病院産婦人科医

スリランカ、マドゥーにて難民キャンプの医療活動などに携わる

著 書 ・ 共 著 『「国境なき医師団」が行く』 『NHK未来への提言 アーネスト・ダルコー―エイズ救済のビジネスモデル』
ゲ ス ト 出 演 徹子の部屋（1994年5月31日、テレビ朝日）

2000年代
2000年 -⑮金大中（韓国）
2001年 -⑯コフィー・アナン（国連事務総長）東京大学名誉博士と、※国際連合
2002年 -⑰ジミー・カーター（アメリカ）
2003年 -⑱シーリーン・エバーディー（イラン）
2004年 -⑲ワンガリ・マータイ （ケニア）関西学院大学、早稲田大学、青山学院大学名誉博士
2005年 -⑳ムハンマド・エルバラダイ（エジプト）と、※国際原子力機関
2006年 - ㉑ムハマド・ユヌス（バングラデシュ）と、※グラミン銀行

北海道大学・神戸大学・立教大学・関西学院大学名誉博士
立命館アジア太平洋大学アカデミック・アドバイザー

2007年 - ㉒アル・ゴア（アメリカ） ※気候変動に関する政府間パネル
2008年 - ㉓マルティ・アハティサーリ（フィンランド）
2009年 - ㉔バラク・オバマ（アメリカ）

2010年代
2010年 - ㉕劉暁波（中国）
フランス外務大臣のベルナール・クシュネルは「フランスはEUと同様に、
劉暁波氏の逮捕直後から懸念を表明し、繰り返し釈放を求めてきた」と
声明を出した。ベルナール・クシュネル氏は国境なき医師団創設者の１人

近年におけるノーベル平和賞受賞者 ※受賞団体

ノーベル平和賞受賞者を決定するノルウェー議会
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http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:Official_portrait_of_Barack_Obama.jpg
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:Liu_Xiaobo-300.jpg


今回、ご案内する枠組みは、世界の途上国や紛争地帯などで医療活動にあたるＮＰＯ法人「国境なき医師団（ＭＳＦ）日本」を
継続的支援する為に、企業に協賛頂き、国際社会とのつながりを深める事により企業価値の向上にもつなげようとする活動です

国境なき医師団(MSF)

1971年に、フランスの医師とジャーナリストにより設立された、世界19ヵ国に支部を持つ国際的な組織です。

独立・中立・公平の原則に基づく人道援助活動が高く評価され、
1999年度のノーベル平和賞を受賞した人道支援団体です。

国内での※ACジャパンの支援キャンペーンにおいても、無償広告の対象に選ばれテレビ、新聞、雑誌等で
「国の境目が生死の境目であってはならない」と言うフレーズをご覧になった方も多いのではないでしょうか。

※ACジャパン （旧名：公共広告機構。2008年度より国境なき医師団支援キャンペーンのCMを放映）
様々なメディアを通した公共広告により啓発活動を行っている経済産業省所管の特例社団法人

パレスチナ・ガザ地区での医療活動 ハイチ大地震 ジンバブエにおけるコレラの大流行 ハイチの首都に救急産科病院を新設

詳しくは、国境なき医師団のホームページも合わせてご覧ください TOP > 国境なき医師団について

http:/www.msf.or.jp/about/index.html/

NPO法人 国境なき医師団日本について

ノーベル平和賞

AC 国境を越えた医者

http://www.ad-c.or.jp/campaign/support/02/

http://www.msf.or.jp/about/index.html
http://www.ad-c.or.jp/campaign/support/02/
http://www.ad-c.or.jp/campaign/support/02/
http://www.ad-c.or.jp/campaign/support/02/




昨今、日本の企業、投資家の間にもCSR （企業の社会的責任）への関心が高まりその背景には、各社のCSR担当者様の努力の積み重ねが

有り、もう一つは、企業とステークホルダー（NPO NGO 株主 従業員 取引先 消費者 など利害関係者）との関係の変化が上げられます。

CSR活動は、 SRI（社会的責任投資）ファンドや機関投資家が投資先を選ぶ際の基準の一つとして欧米では、すでに定着しており
国内SRIファンド(社会的責任投資信託)の数もリーマンショック以降も右肩上がりに伸び続けている現状では、SRIファンド海外機関投資家
などを獲得する為、CSRの効果的なアピールが求められ、今後の日本の企業にとってCSR活動の推進は急務となってきたといえます。

機関投資家による、今後3年間の市場予想においても、社会的責任投資市場は「少しずつ拡大している」という回答が大多数を占め、

「飛躍的に拡大している」も含めると有効回答の95%以上であり、縮小しているとの回答は0%でした。 (※マーサー年金商品サーベイ2009 より)

日本ではまだ1兆円に満たない市場ですが、欧米では600兆円を超える市場であり、日本でも確実に成長するとの見方が強い市場です。

企業年金連合会（旧、厚生年金基金連合会）が、企業統治にすぐれた銘柄から組成した「コーポレートガバナンス・ファンド」など
コーポレートガバナンスについては、日本においても優れた企業を選抜して投資する動きが既に現れています。

こうした動きが発展し、投資先の選抜基準や投資基準に企業の社会性を加味する動きが広がる可能性が高く、企業が一般投資家や
国内SRIファンド、海外機関投資家からの投資を受ける、または自社の商品をお客様より選んで頂く上でCSR活動が重要な要素と
なって来ることが予測できます。

CSR活動に継続して取り組む企業は、それを通じて一般投資家やSRIファンド、機関投資家から継続した投資を受けることとなり

今後の日本の市場では、CSR活動は企業にとって世界中から安定的な株主を獲得する有効な手段となることと思います。

今後ますます拡大していくSRI・CSRを重視するマーケットにおいて、NPOによるインデックス各社SRIファンド等に
提出するレポートで国内外の機関投資家を呼び込むCSR活動を提案することで、御社のお手伝いをさせて頂ければ幸いです。

CSR担当者の皆様へ



主旨の説明
http://www.msf.or.jp/special/Top10_2009/malnutrition/index.html

2005年～2007年にかけMSFは独自に1年あたり約4000万米ドル(約36億1000万円)
資金拠出国数ヵ国よりも多い額を国連が推奨する、そのまま食べられる栄養治療(RUF)を
用いた治療法を主とする栄養治療プログラムに投じた。(上記は栄養失調の分布図)

他にもMSFは年間を通じ医療を無償で提供し、エボラ出血熱、コレラ、はしかといった
伝染性疾患に対応してきた。2009年には、全国で50万人を超える子どもに、はしかの
予防接種を実施、はしかは現在でも年間20万人近くの幼い命を奪っています。

ご存知でしょうか？

毎年推定350万人から500万人、６秒に１人の子どもが
栄養失調に関わる原因で命を落としている事を・・・

幼児期の栄養失調は栄養価の高い食糧を適切に食べて
いれば予防が容易な病気で、現在出回っている栄養治療食で
治療が可能なのです。

他にも紛争地域や、公的医療制度が崩壊した地域などでは、
緊急の医療が必要な人々が絶え間ない暴力を受け続け
何の支援もなく絶望的な状況に陥っています。

そのような状況に、国境なき医師団(MSF)は無償で医療を
提供し続けています。

しかし残念ながら紛争の地域では、人道支援にあたっている
MSFのスタッフが拉致や殺害に遭う事も、めずらしくは
有りません。

時に命の危険も顧みず、志高く医療に従事するMSFスタッフ
と世界中の医療を必要とする人々を日々の生活の中から
継続的に支援をすることが、本枠組みの目的です。

今回の枠組みでは、御社に飲料の自動販売機を設置して頂く
ことにより、売り上げの一部を継続的に人道支援に充てる
事が可能になり、たった1台設置して頂くだけでも
年間、数百人もの小さな命が救われます。 上腕の太さが120mmしかない、中度の栄養失調に陥った子ども。

ニジェール、2010年7月撮影

http://www.msf.or.jp/special/Top10_2009/malnutrition/index.html


今までの企業とNPOの関係は、NPOが寄付を受け、双方が事実として発表して終わりといった
パターンが多く、どちらかと言うと一方的に企業側が、NPOを支援して完結してしまう事が多い
実態がありました。

今回の枠組みでは、企業とNPOの共生と対話が１つのテーマであり国境なき医師団側から、
社会的責任投資株価指数各社やSRIファンドへ寄付や支援の状況をレポートにまとめ発信することで、
海外を含め６００兆円を超えるSRIマーケットから企業が安定株主を得る事に繋げていきます。

これにより日本における従来型の寄付にとどまらず、真に企業とNPOとの対話を図ることが出来ます。

インデックス各社や、SRIファンドなどは、NPO、NGO等からのレポートを、インデックス組み入れ、
または除外、投資判断等の一部として、取り入れていく方向性が出ています。

今回の枠組みにご参加頂くことによって、企業側に株価の上昇または安定が得られれば幸いです。

経済面、環境面、社会面の、3つの側面はトリプル・ボトムラインと呼ばれSRI（社会的責任投資）における
非財務評価の評価基準となりますが、現在の日本企業は、コーポレートガバナンス、経済、環境に力を
入れている企業は多いものの、3つ目の
人道支援など含む社会面の充実は、
まだまだこれからというのが現状です。

今回の枠組みが御社の社会面の充実を
さらに図ることにも繋がります。

NPOとの共生と対話による企業価値の向上

国内SRIファンド(社会的責任投資信託)組成数、リーマンショック以降も右肩上がりに伸び続けている
欧米を含めた世界のSRIファンドの残高は、すでに 600兆円を超えている。

無料で人員を必要とせず
すぐに取り組めますので
是非ともご参加ください。



国境なき医師団への寄付で出来ること（参考例）


